
ＪＡと連携した農業普及活動

小松市のトマト栽培は昭和30年頃から始まり、当初は
土耕栽培であったが、連作障害がみられるようになった
ため、「もみがらを使った養液栽培技術」を産地独自に開
発した。平成８年にはこの技術が本格的に導入され、春
作と夏秋作のトマト栽培の連作が可能になったことでさ
らに面積拡大が進み、平成12年には出荷量1,801ｔと北
陸３県最大の生産量を誇る産地となった。
しかし、近年は、高齢化にともなう離農や後継者不足
で生産者数、出荷量ともに年々減少傾向にあることに加
え、平成30年１月の大雪でハウス倒壊の被害を受け、高
齢者の離農やトマト以外の作物への転換が進み、産地面
積が大きく減少した（表１）。
そこで、園芸振興の拠点となる野菜総合集出荷場の整
備を契機にトマト産地の再編について検討を始め、危機
感の強い若手生産者とＪＡ、農林総合事務所でチームを
つくり、産地の現状と将来像を分析し、対策をとること
にした。

産地維持への危機意識の共有と対策検討
チームでは、今後のトマト経営の意向を把握するため、
令和元年に全生産者を対象に10年後の栽培規模や規模縮
小時のハウス貸し出しについて、対面式でアンケート調
査を実施した結果、10年後には、さらに生産者が減少し、
出荷量も減少することが明らかとなった（図１）。

調査結果を踏まえてチームで産地の課題を検討した結
果、生産者が減少するなかで出荷量を維持するために次
の課題が明確となった。
①新規参入者の受け皿づくり
②親元就農での世代交代を円滑にするため、経験の浅い
後継者（農家子弟）への体系的な支援
③規模拡大を望む生産者に対するＪＡ仲介のハウス斡旋
制度の仕組みづくり
新規参入者の受け皿づくり
チームでは、全国の園芸産地における担い手育成対策
の事例調査を行うなど検討を重ね、当初はＪＡの子会社
による面積拡大を想定していたが、施設や労力確保など
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トマト産地の維持に向けた
農業人材育成の支援

　ＪＡ小松市のある石川県小松市は、春作と夏秋作のトマト栽培が盛んな北陸最大規模のトマト産地である。しかし、
近年は高齢化により離農や作付け規模を縮小する農家が多くなり、今後も産地規模の縮小が懸念されていた。
　そこで、南加賀農林総合事務所では、ＪＡ小松市と連携し、トマト産地の維持に向けた担い手育成支援の取り組みを
行っているので紹介する。

担い手への技術研修やレンタルハウス方式の導入

表１　トマト生産の推移
年度 平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３

面積（ａ） 1,382 1,188 1,186 1,170 1,180
出荷量（ｔ） 1,320 1,015 1,068 1,050 1,094
共販額（千円） 393,384 337,630 297,271 304,126 324,153
生産者数（人） 55 53 47 46 48
うち高齢生産者（65歳以上） 28 29 23 23 24
　中核生産者（40～59歳） 23 21 22 21 22
　若手生産者（39歳以下） ４ ３ ２ ２ ２
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図１　意向調査結果



の課題もあり、最終的に独立就農を志す新規就農者を育
成する研修組織（新規就農支援センター「アグリスクー
ルこまつ」）をＪＡが設立することとなった。当事務所で
は、全国の研修施設の情報提供や研修カリキュラムの策
定など、新規就農者の受け入れに向けた準備を支援した。
また、就農にあたり初期投資の負担を軽減するため、
ＪＡが県、農林中金、全農の助成を得て建設した施設を
貸与するレンタルハウス方式を採用することとなった。就
農当初より１人当たりレンタルハウス10ａが経営のベー
スとなり、その後は、自己資金や融資によるハウスの増
設や遊休ハウスの賃貸借などにより規模拡大を行うこと
とした。
経験の浅い後継者のレベルアップ
産地を維持するには、既存生産者の規模拡大も必要で
ある。当事務所では、産地を担う40～50歳の中核生産
者に向けて、親の経営を継ぐだけにとどまらず、規模拡
大による経営発展を意欲的にめざしていけるように事業
承継や経営管理、労務管理を学ぶ「中核生産者スキルア
ップ講座」を開設した。
事業承継や経営管理、労務管理は、外部の専門家によ
る講義を実施し、事業承継に直面している農家には、個
別に経営相談を行い支援した。

令和３年４月に「アグリスクールこまつ」が開校され、
これまで３期12名（４名/期）が入校した。現在、２期
生までの計８名が１年半の研修（写真１）を終え、ＪＡ
から「もみがら培地養液栽培」技術や細霧冷房を備える
トマト専用ハウス（写真２）の貸与を受け就農している。
「中核生産者スキルアップ講座」では、「もみがら培地
養液栽培」技術や事業承継、経営管理などの講座を開催
し、延べ29名が受講した（写真３）。

「アグリスクールこまつ」には、３期合計で目標の10
名を超える12名が入校した。今後、12名の新規就農者
に対して栽培技術習得による出荷量の向上および産地へ
のスムーズな定着を支援するとともに、既存生産者の経
営発展・強化の取り組みへの支援を引き続き行っていく。
また、生産者への意向調査結果を受け、ＪＡが仲介す
る遊休ハウス斡旋制度の検討を開始している。ＪＡが活
用している営農管理システム「Ｚ－GIS」でハウスマッ
プを整備し、所有者の賃借条件を整理したハウス斡旋制
度の活用を進めていく予定である。
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写真１　「アグリスクールこまつ」での研修

写真２　トマト専用のレンタルハウス

写真３　事業承継や経営管理を学ぶ「中核生産者スキルアップ講座」


